
○巡回連絡実施要領の制定について

令和５年２月20日

道本地第7340号

／警察本部各部、所属の長／警察学校長／各方面本部長／各警察署長／宛て

みだしについては 「巡回連絡実施要領の制定について」(平28．12．26道本地第70、

） 、 、24号 により実施しているところであるが 地域住民の安全で平穏な生活を確保するため

巡回連絡を通じて必要な指導連絡を行い、住民の困りごと、意見・要望等を把握するとと

もに、管内の実態掌握をより効率的に推進していく必要があることから、新たに別添のと

おり「巡回連絡実施要領」を制定したので、その適正な運用に努められたい。

なお 「通達の延長について （令４．３．10道本地第8517号）は廃止する。、 」

記

１ 改正趣旨

巡回連絡は、管内を巡回して家庭、事業所等を訪問した上で、直接住民と対話し、事

件事故の被害の防止や要望意見を把握する、管内実態把握の主体となる活動である。

広く地域住民とふれあい、管内の現状を目視・分析する活動は、地域住民の安全と安

心を守ることに直結するものであり、他方で、巡回連絡を通じて得られた情報は重要な

個人情報であるから、その取扱いには、慎重な配慮を加えるとともに、地域住民の切実

な声に耳を傾けるなど、多角的な視点を持って効果的に管内実態把握活動を実施してい

くための運用をより明確にした。

２ 主な改正点

⑴ 巡回連絡の心構えとして、犯罪・事件の予防に資する多角的な認識を持って実施す

ることを明記した（第５の１の事項関係 。）

、 （ ）。⑵ 巡回連絡カードの適正な保管 管理について明記した 第５の７の⑻の事項関係

別添

巡 回 連 絡 実 施 要 領

第１ 趣旨

この要領は 「巡回連絡実施要綱の制定について （平29．5．1道本地第890号。以下、 」

「実施要綱」という ）に定める、巡回連絡の実施に関し、必要な細部事項を定めるも。

のとする。

第２ 対象

巡回連絡の対象は、受持区内の家庭、事業所等の全戸とする。ただし、次の対象につ

いては、巡回連絡を行わないこととする。

１ 領事館等公的な外国機関の施設又は邸宅

２ 自衛隊の駐（分）屯地

第３ 定義

１ 訪問 警察官が、受持区内の巡回連絡を行うべき対象を訪れることをいう。

２ 面接 訪問時、一般家庭の居住者又は官公署、事業所等の管理者若しくはこれに代

わる者（以下「居住者等」という ）と面接して要望・意見の聴取及び指導連絡がで。

きたことをいう。

３ 未把握対象 巡回連絡カード（実施要綱別記第１号様式及び別記第２号様式。以下



「巡回連絡カード」という ）に居住者等の氏名、生年月日、連絡先等が記載されて。

いない対象をいう。

４ 案内簿 受持区ごとに巡回連絡カードを編さんする簿冊をいう。

５ 索引簿 巡回連絡カードを索引するための、索引カード（別記第１号様式）を編さ

んする簿冊をいう。

６ 削除簿 転出等により案内簿から削除となった巡回連絡カードを編さんする簿冊を

いう。

第４ 推進計画の策定と結果報告

１ 実施回数

⑴ 巡回連絡は、受持区の全対象について、１年間で１回以上の訪問を目標とし、

賃貸アパート・マンション、貸家、下宿、従業員宿舎等の転出入の多い対象を優

先して行うこと。

なお、65歳以上の一人暮らしの高齢者（以下「独居高齢者」という。）については、

実施回数によらず努めて訪問し、指導連絡及び要望、意見等の聴取を行うこと。

⑵ １人の警察官が複数の受持区を担当する等、受持区の全対象について１年間で

１回以上訪問することが困難な場合は、地域（・交通）官又は地域（・交通）課

長（課長の置かれていない警察署にあっては係長。以下「地域官等」という ）。

が、受持区の均衡を図るため、第７の３の事項のとおり、地域の特性、受持区を

担当する警察官(以下「受持警察官」という ）の勤務状況等を踏まえた、受持区。

の再編や実施時間の確保、適切な実施回数を定めるものとする。

⑶ 案内簿ごとの対象数は 毎年１月１日を基準日として巡回連絡対象・除外一覧 別、 （

記第２号様式）に記入して案内簿の第一葉に編さんすること。

２ 実施計画

受持警察官は、毎年１月１日を基準日として受持区の全対象について、１年間で

１回以上訪問を目標とした年間における巡回連絡の推進計画を策定し、巡回連絡推

進計画・実施結果表（受持警察官用 （別記第３号様式。以下「警察官報告」と）

いう ）により、地域官等に報告すること。。

３ 実施結果

⑴ 受持警察官は、巡回連絡を実施した都度、各受持区ごとに実施結果を巡回連絡実

施表（別記第４号様式）に記載すること。

⑵ 受持警察官は、月ごとの巡回連絡の実施結果について、警察官報告により地

域官等に報告すること。

第５ 具体的実施方法等

１ 心構え

、 、巡回連絡を実施するにあたり 巡回連絡そのものが目的であるような認識を払拭し

犯罪、事故の予防等に資するために行うという多角的な認識を持って実施すること。

２ 事前準備

巡回連絡の実施前に、以下のような受持区内の実態を掌握し、地域住民と円滑なコ

ミュニケーションが図れるよう準備をした上で、実施すること。

⑴ 所管区、特に受持区内の犯罪、事故の発生状況などの把握

⑵ 曜日、時間帯、天候等に応じた訪問世帯の選定



⑶ 訪問する世帯の家族構成、犯罪被害の有無等の把握

⑷ 訪問する世帯に応じた指導連絡事項

⑸ ミニ広報紙及び交番・駐在所速報、巡回連絡用封筒等指導連絡に必要な資料

３ 実施方法

⑴ 巡回連絡は、原則として、居住者等に面接して行うこと。

、 、 、⑵ 面接できず未把握対象となっている場合は 実施時間を考慮の上 重ねて訪問し

未把握対象の解消を図ること。

⑶ 巡回連絡は、できる限り訪問先の迷惑とならない時間帯に行うものとし、原則と

して、おおむね午前10時から午後５時までの時間帯とする。ただし、数回訪問して

も不在であった対象や夜間営業の店舗等夜間に行う必要がある対象については、地

域官等の承認を得て、おおむね午後９時まで行うことができる。

この場合、訪問の理由を説明し、理解を得て行うとともに、可能な限り簡潔に実

施すること。

⑷ 巡回連絡の推進状況、所管区又は受持区の状況等から巡回連絡の推進を必要とす

、 、 。る場合は 警ら等の所外活動を弾力的に勤務変更し 巡回連絡を行うことができる

⑸ 受持警察官は、原則として、指定された受持区を巡回連絡するものとする。ただ

し、地域官等が指示した場合は、指定された受持区以外の受持区の巡回連絡を行う

ことができる。

４ 「巡回連絡カード」の作成等

⑴ 巡回連絡カードは、受持区内の全戸（空き家（室）を含む ）について作成し、。

未把握対象は、簿冊番号、カード番号及び住所を記載すること。

⑵ 訪問時に対象の巡回連絡カードが作成されていない場合は、訪問先の居住者等に

作成を依頼し、又は訪問先の居住者等から了承を得て所要事項を聴取し、受持警察

官自ら作成すること。

⑶ 記載内容を補正する場合は、訪問先の居住者等の協力を得て、居住者等の異動、

連絡先等の変更の有無、記載のない事項について確認し、新たに把握した事項を補

正すること。

⑷ 訪問状況欄の記載要領は、訪問月日を記載し、訪問状況に応じて、面接・不在・

拒否のいずれかを記載し、訪問した警察官が押印すること。

（ ） 、⑸ 領事館等公的な外国機関の施設若しくは邸宅又は自衛隊の駐 分 屯地の場合は

巡回連絡カードを作成し、簿冊番号、カード番号、所在地、名称等を記入した上、

巡回連絡カードの欄外右上に「除外対象」と記入すること。

⑹ 巡回連絡カードの編さん

、 、 。作成した巡回連絡カードは 案内簿に編さんし 案内簿ごとに索引カードを作成すること

転出等により削除した巡回連絡カードは、削除簿に編さんするとともに索引カー

ドに二重線を引くこと。

５ 案内簿地図の作成及び活用

市販の住宅地図又は自治体・町内会発行の地図等を参考に案内簿ごとに地図を作成

し、案内簿に編さんするものとする。

６ 巡回連絡時の指導連絡事項

⑴ 最近における犯罪、事故、災害等の傾向及びその被害防止の方法に関すること。



、 、 、⑵ 管内実態の特性 訪問先の住民の年齢や性別を踏まえた 被害に遭いやすい犯罪

事故、災害等の発生状況及びその被害の防止方法に関すること。

⑶ 犯罪、事故、災害等の発生時における応急措置及び緊急連絡の方法に関すること。

⑷ その他住民の安全で安心な生活を確保する上で必要な事項に関すること。

７ 留意事項

⑴ 服装、姿勢、態度、言葉づかい等に配意すること。

⑵ 巡回連絡の趣旨や指導連絡を相手方に応じ、具体的に分かり易く行うこと。

⑶ 警察に対する要望、意見等を積極的に汲み上げて、迅速、的確な解決に努めること。

⑷ 聴取内容等については、みだりに私生活の干渉にわたることがないよう配意すること。

⑸ 巡回連絡カードには、所定事項以外は記載しないこと。

⑹ アパート・マンションの管理人等を介して巡回連絡カードの提出を依頼する場合

は、巡回連絡用封筒（別記第５号様式）に巡回連絡カードを入れて配布するなど、

プライバシーの保護に努めること。

⑺ アパート・マンションの居住者の転出入について連絡をもらうなど、管理人等と

の協力関係を確保するよう努めること。

⑻ 巡回連絡カードの記載内容は、個人情報であることから、交番、駐在所における

、 、 、保管 管理を徹底し 巡回連絡等のため巡回連絡カードを施設外に持ち出すときは

常にその所在を確認するなど紛失防止に努めること。

８ 巡回連絡への協力が得られない対象に対する措置

⑴ 相手の言い分をよく聞き、協力が得られない理由の把握に努めること。

⑵ 巡回連絡の趣旨をよく説明し、理解を得るように努めること。

⑶ 巡回連絡の趣旨を説明しても、なお協力が得られない場合は巡回連絡を中止する

こと。

９ 日本語を解さない世帯への実施要領

日本語を解さない者、所謂、外国籍を有し、日本に定住して間がない者は、風俗、

習慣等の相違から、無用の紛議を招くおそれがあるため、次の各号に掲げる事項に配

意するものとする。

⑴ 日本語で話しかけ、日本語の理解度を把握すること。

⑵ 英語併記の巡回連絡カード（別記第６号様式）は、日本語を解さない者、日本語

が理解できる者でも同カードの使用が効果的である場合に、巡回連絡カードに替え

て活用すること。

⑶ 訪問した際に、在留カード、旅券、その他身分を証明するものの提示を求めるこ

とを避ける。ただし、自発的に提示した場合には、それを確認し、相手の同意を得

た上で、必要事項を転記することができる。

⑷ 外国からの就業者を雇用し、又は研修生として受け入れている事業所等の巡回連

絡は、経営者等の協力を得ること。

10 コミュニティー・リーダーに対する訪問

⑴ コミュニティー・リーダーとは次に掲げる者をいう。

ア 民生委員、保護司等の自治体及び公的機関の役員

イ 町内会及び自治会の会長

ウ 交番・駐在所連絡協議会委員、地域安全推進委員



エ その他、地域の実情に精通している者

⑵ コミュニティリーダーに対する巡回連絡は計画的に行い、意見、要望その他警察

活動に必要な情報の把握と適切な指導連絡を行うなど、良好な協力関係の醸成に努

めるものとする。

第６ 受持区の引継ぎ

１ 異動等により、受持区の担当を外れることとなった勤務員は、当該受持区の特徴や

巡回連絡推進状況等をまとめた受持区引継書（別記第７号様式）を作成すること。

２ 新たに受持区の担当を命ぜられた勤務員は、受持区引継書や管内における事件、事

故等の発生状況等を踏まえ、当該受持区の特徴や巡回連絡推進状況を把握して、未訪

問世帯等必要性の高い対象から巡回連絡を行うなど、計画的、効果的な巡回連絡の推

進に努めること。

第７ 地域警察幹部の役割

１ 巡回連絡推進計画策定時の適切な指導

、 、 、地域官等は 受持警察官の巡回連絡推進計画の策定に当たり 警察署の年間行事

受持区の対象数、受持警察官の活動実態等を踏まえ、実施可能な計画となってい

るかを確認し、適切な指導を行うものとする。

２ 指導教養の徹底

地域官等は、巡回連絡の推進状況を勘案した上で、単なる実施戸数等の数的管理に

とどまることなく、地域警察官にその必要性を理解させ、真に目的意識を持たせるた

めの具体的な指導教養を行うものとする。

３ 各種施策の推進

地域官等は、効果的かつ効率的な巡回連絡を実施するため、次のような、創意工夫

した各種の施策を推進するものとする。

⑴ 受持区の見直し

個々の受持区の実態を把握し、世帯数の増減、勤務員数、取扱い事案の状態等か

ら受持区の見直しを行うこと。

⑵ 巡回連絡時間の確保

毎月、勤務員の動態や受持区ごとの計画の推進状況を把握し、適切な巡回連絡時

間を設定するなど、巡回連絡が効率的に行えるように業務管理すること。

⑶ 巡回連絡低調受持区対策

巡回連絡の推進が低調な受持区に対しては、受持区を指定されていない勤務員等

に、巡回連絡を実施させるなどして、確実な推進に努めること。

⑷ 強化期間等の設定

警察署の実情や管内の実態を勘案し、適宜独自の月間行事等を策定し、巡回連絡

の効果的な推進を図ること。

第８ 巡回連絡実施結果等の報告

１ 実施計画

警察署は、第４の２の事項に基づき、各受持警察官が作成した警察官報告を取

りまとめた上、毎年１月末までに、年内の巡回連絡推進計画を巡回連絡推進計画

・実施結果表（本部報告用 （別記第８号様式。以下「本部報告」という ）によ） 。

り、警察本部地域企画課（札幌方面以外の警察署にあっては、当該方面本部の地域



課経由）に報告すること。

２ 実施結果

警察署は、第４の３の⑵の事項に基づき、各受持警察官が作成した警察官報告

を取りまとめた上、本部報告により、毎月10日（10日が閉庁日の場合は、その翌

。） 、 （ 、開庁日とする までに 警察本部地域企画課 札幌方面以外の警察署にあっては

当該方面本部の地域課経由）に報告すること。

※ 別記様式は省略


